
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 27日

上   場   会   社   名   大林道路株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      1896 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役本店総務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　太田孝夫 TEL (03) 3796 - 6500
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 27日 中間配当制度の有無　　無

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 39,963 9.0 △ 1,284 - △ 1,286 -
12年 9月中間期 36,668 △ 7.0 △ 1,856 - △ 1,865 -
13年 3月期 116,296 681 644

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 1,339 - △ 28.61
12年 9月中間期 △ 3,852 - △ 82.28
13年 3月期 △ 2,189 △ 46.76
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    46,818,807 株   12年 9月中間期    46,818,807 株   13年 3月期    46,818,807 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 － －
12年 9月中間期 － －
13年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 75,509 24,269 32.1 518.37
12年 9月中間期 80,085 24,235 30.3 517.64
13年 3月期 99,858 25,907 25.9 553.36
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    46,818,807 株   12年 9月中間期    46,818,807 株   13年 3月期    46,818,807 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 93,400 70 △ 250 4.00 4.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △5 円 34 銭 
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大 林 道 路 株 式 会 社

中 間 財 務 諸 表 等

１. 中 間 貸 借 対 照 表

( 単位：百万円 )
前 期 の

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期
要約貸借対照表

(平成13年9月30日現在) (平成12年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)
比 較 増 減

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
％ ％ ％

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

現 金 預 金 ５,０２５ ５,３５８ △ ３３３ ８,２８５
受 取 手 形 ７,７２７ ８,７８７ △ １,０６０ ９,５８４
完 成 工 事 未 収 入 金 １９,００３ １９,８５８ △ ８５５ ３９,６１９

売 掛 金 １,９８９ １,９４５ ４４ ３,５０１
未 成 工 事 支 出 金 等 １４,４０３ １８,７５５ △ ４,３５２ １１,５１９
不 動 産 事 業 支 出 金 ７８ ７８ － ７８
そ の 他 流 動 資 産 １,１２９ １,４８０ △ ３５０ １,９７０
貸 倒 引 当 金 △ １０８ △ １３０ ２２ △ ２０５

流 動 資 産 合 計 ４９,２４８ 65.2 ５６,１３４ 70.1 △ ６,８８５ ７４,３５３ 74.5

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 １１,６３１ １１,４３３ １９８ １１,６３１
そ の 他 固 定 資 産 ６,３０９ ５,５１７ ７９２ ５,６５９
有 形 固 定 資 産 計 １７,９４１ 23.8 １６,９５０ 21.2 ９９０ １７,２９１ 17.3

無 形 固 定 資 産 ２２４ 0.3 ２４２ 0.3 △ １７ ２３３ 0.2
投 資 等 １０,０３８ ８,２０５ １,８３２ ９,６７３

貸 倒 引 当 金 △ １,９４４ △ １,４４７ △ ４９６ △ １,６９３
投 資 等 計 ８,０９４ 10.7 ６,７５８ 8.4 １,３３６ ７,９８０ 8.0
固 定 資 産 合 計 ２６,２６０ 34.8 ２３,９５１ 29.9 ２,３０９ ２５,５０５ 25.5
資 産 合 計 ７５,５０９ 100 ８０,０８５ 100 △ ４,５７６ ９９,８５８ 100

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債

支 払 手 形 １１,７６０ １１,８０３ △ ４３ １８,１１７
工 事 未 払 金 １２,１１１ １４,５１７ △ ２,４０６ ２３,９５５
買 掛 金 ２,１０１ ２,２５４ △ １５２ ３,９２０
短 期 借 入 金 ６,１００ ７,１００ △ １,０００ ６,６００
未 成 工 事 受 入 金 ７,１３２ ９,０９５ △ １,９６３ ７,３５０
完成工事補償引当金 ３４ ６１ △ ２７ １０３
そ の 他 ２,７２１ ２,３２６ ３９５ ３,３４２

流 動 負 債 合 計 ４１,９６１ 55.6 ４７,１５８ 58.9 △ ５,１９７ ６３,３８９ 63.5
固 定 負 債

長 期 借 入 金 ２,０００ １,０００ １,０００ ３,０００
再評価に係る繰延税金負債 ８１８ ８１８ － ８１８
退 職 給 付 引 当 金 ６,１６３ ６,４７０ △ ３０７ ６,３０１
役員退職慰労引当金 ２９７ ４０３ △ １０５ ４４２
固 定 負 債 合 計 ９,２７９ 12.3 ８,６９２ 10.8 ５８６ １０,５６１ 10.6

負 債 合 計 ５１,２４０ 67.9 ５５,８５０ 69.7 △ ４,６１０ ７３,９５０ 74.1

( 資 本 の 部 )
資 本 金 ６,２９３ 8.3 ６,２９３ 7.9 － ６,２９３ 6.3
資 本 準 備 金 ６,０９５ 8.0 ６,０９５ 7.6 － ６,０９５ 6.1
利 益 準 備 金 ９５２ 1.3 ９２０ 1.2 ３２ ９２０ 0.9
再 評 価 差 額 金 １,１２９ 1.5 １,１２９ 1.4 － １,１２９ 1.1

そ の 他 の 剰 余 金
任 意 積 立 金 １０,６６２ １２,４６３ △ １,８０１ １２,４６３
中間(当期)未処理損失(△) △ ９８０ △ ２,７６２ １,７８１ △ １,０９９

その他の剰余金合計 ９,６８１ 12.8 ９,７０１ 12.1 △ １９ １１,３６３ 11.4

その他有価証券評価差額金 １１６ 0.2 ９５ 0.1 ２１ １０４ 0.1
資 本 合 計 ２４,２６９ 32.1 ２４,２３５ 30.3 ３３ ２５,９０７ 25.9
負 債 資 本 合 計 ７５,５０９ 100 ８０,０８５ 100 △ ４,５７６ ９９,８５８ 100
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大 林 道 路 株 式 会 社

２. 中 間 損 益 計 算 書

( 単位：百万円 )

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期
期 別

自 平成13年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日
( ) ( ) ( )
至 平成13年 9月30日 至 平成12年 9月30日 比 較 増 減 至 平成13年 3月31日

科 目
金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率

％ ％ ％
売 上 高

完 成 工 事 高 ３４,１５１ 100 ３１,５１３ 100 ２,６３８ １０３,１７６ 100

製 品 売 上 高 ５,８１１ 100 ５,１５４ 100 ６５６ １３,１１９ 100

売 上 高 計 ３９,９６３ 100 ３６,６６８ 100 ３,２９４ １１６,２９６ 100

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 ３２,３７０ 94.8 ２９,９７７ 95.1 ２,３９３ ９６,７３１ 93.8

製 品 売 上 原 価 ５,５３８ 95.3 ４,７８３ 92.8 ７５４ １１,６１２ 88.5

売 上 原 価 計 ３７,９０８ 94.9 ３４,７６０ 94.8 ３,１４７ １０８,３４３ 93.2

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 １,７８１ 5.2 １,５３６ 4.9 ２４５ ６,４４５ 6.2

製 品 売 上 総 利 益 ２７３ 4.7 ３７１ 7.2 △ ９８ １,５０７ 11.5

売 上 総 利 益 計 ２,０５４ 5.1 １,９０７ 5.2 １４７ ７,９５２ 6.8

販売費及び一般管理費 ３,３３８ 8.3 ３,７６３ 10.3 △ ４２５ ７,２７１ 6.2

営 業 利 益
△ １,２８４ △ 3.2 △ １,８５６ △ 5.1 ５７２ ６８１ 0.6又は営業損失(△)

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 １６ ２１ △ ５ ３９

有 価 証 券 売 却 益 － ２０ △ ２０ ２１

投資有価証券売却益 ２２ － ２２ －

その他営業外収益 １９ ２７ △ ７ ４７

営 業 外 収 益 計 ５８ 0.2 ６９ 0.2 △ １０ １０８ 0.1

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ５６ ６４ △ ７ １２７

その他営業外費用 ４ １４ △ ９ １８

営 業 外 費 用 計 ６１ 0.2 ７８ 0.2 △ １６ １４５ 0.1

経 常 利 益 △ １,２８６ △ 3.2 △ １,８６５ △ 5.1 ５７８ ６４４ 0.6
又は経常損失(△)

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 ０ １７ △ １７ １７

貸倒引当金戻入額 １３３ ２３ １０９ －

そ の 他 特 別 利 益 ０ － ０ ４

特 別 利 益 計 １３３ 0.3 ４１ 0.1 ９２ ２２ 0.0

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 ２４ ３５ △ １０ ９１

投資有価証券評価損 － １２ △ １２ １２

退職給付会計基準 － ３,３０４ △ ３,３０４ ３,３０４
変更時差異償却額

会 員 権 等 評 価 損 ５ ４０４ △ ３９９ ４１９

そ の 他 特 別 損 失 １５ １６ △ ０ ９０

特 別 損 失 計 ４５ 0.1 ３,７７２ 10.3 △ ３,７２６ ３,９１７ 3.4

税引前中間(当期)純損失(△) △ １,１９８ △ 3.0 △ ５,５９５ △15.3 ４,３９７ △ ３,２５０ △ 2.8

法人税､住民税及び事業税 ５０ ５０ － ８５０

法 人 税 等 調 整 額 ９１ △ １,７９３ １,８８５ △ １,９１１

中間(当期)純損失(△) △ １,３３９ △ 3.3 △ ３,８５２ △10.5 ２,５１２ △ ２,１８９ △ 1.9

前 期 繰 越 利 益 ３５８ １,０８４ △ ７２５ １,０８４

再評価差額金取崩額 － ５ △ ５ ５

中間(当期)未処理損失(△) △ ９８０ △ ２,７６２ １,７８１ △ １,０９９

－２２－



大 林 道 路 株 式 会 社

中間財務諸表作成の基本となる事項

１. 資 産 の 評 価 基 準 及 び 評 価 方 法
（１）有 価 証 券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券 時価のあるもの 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）た な 卸 資 産
未 成 工 事 支 出 金 個 別 法 に よ る 原 価 法
及 び 不 動 産 事 業 支 出 金
材 料 貯 蔵 品 先 入 先 出 法 に よ る 原 価 法

２．固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法
有 形 固 定 資 産 定率法によっている。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
については定額法によっている。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。
無 形 固 定 資 産 定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっている。

３．引 当 金 の 計 上 基 準

貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上している。

完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間期末に至る１年間の完成工事高
に対する将来の見積補償額に基づいて計上している。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上している。
数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により費用処理している。
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づく当中間期末要支給額を計上している。

４. 完 成 工 事 高 の 計 上 基 準 工事完成基準によっている。

５．リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６．消 費 税 等 の 会 計 処 理 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。
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大 林 道 路 株 式 会 社

注 記 事 項

(中間貸借対照表関係)
( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ) ( 前 期 )

１．有形固定資産の減価償却累計額 １６,０１０百万円 １５,５３４百万円 １５,８１８百万円

２．中間期末(期末）日満期手形の入出金処理 当中間期末(期末）日が金融機関の休業日につき中間期末(期末）日満期手形を交換

日に入出金する方法によった。
受取手形 ８０４百万円 ９９７百万円 ４５２百万円
支払手形 ８７百万円 ８１百万円 ３４百万円

(中間損益計算書関係)

１．当社の売上高は、通常の営業の形態として､上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため､事業年度の上半期の売上
高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動がある。
当中間期末に至る一年間の売上高は次のとおりである。

前事業年度下半期 ７９，６２７百万円
当 中 間 期 ３９，９６３百万円

１１９，５９０百万円

( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ） ( 前 期 ）

２. 減 価 償 却 実 施 額 有 形 固 定 資 産 ４７２百万円 ４４１百万円 ９２５百万円
無 形 固 定 資 産 ２２百万円 ２０百万円 ４１百万円

－２４－



大 林 道 路 株 式 会 社

（ リース取引関係 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期
取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高
相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額

機械装置 ２６８ １９１ ７６ ３４２ ２３１ １１１ ３４１ ２２４ １１６
車両運搬具 １４ ８ ６ １４ ５ ８ １８ ９ ９
工具器具･備品 ９９ ５３ ４６ １０３ ３７ ６６ ９９ ４３ ５６

計 ３８２ ２５３ １２８ ４６０ ２７４ １８６ ４５９ ２７７ １８２

(２) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ) ( 前 期 )

１年内 ６１百万円 ７５百万円 ７８百万円

１年超 ７５百万円 １２１百万円 １１４百万円

合 計 １３７百万円 １９６百万円 １９２百万円

(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ) ( 前 期 )

支 払 リ ー ス 料 ４３百万円 ４３百万円 ９４百万円

減価償却費相当額 ３４百万円 ３８百万円 ８５百万円

支払利息相当額 ２百万円 ３百万円 ６百万円

(４) 減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっている。

(５) 利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっている。

２．オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・ リ ー ス 取 引

未 経 過 リ ー ス 料
( 当 中 間 期 ) ( 前年中間期 ） ( 前 期 ）

１年内 １２２百万円 １２６百万円 １２６百万円

１年超 ８９３百万円 １,０１６百万円 ９５３百万円

合 計 １,０１６百万円 １,１４２百万円 １,０７９百万円

（有価証券関係）

前中間期、当中間期及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

－２５－



大 林 道 路 株 式 会 社

【 参 考 資 料 】

受 注 ・ 売 上 ・ 繰 越 高
（発 注 者 別） （単位：百万円）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 増 減 ( △ ) 前 期

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率 金 額 構成比

％ ％ ％ ％

受 官 公 庁 9,485 21.7 7,783 14.8 1,702 21.9 26,886 23.9

民 間 28,375 65.0 39,605 75.4 △11,230 △28.4 72,401 64.4

注 工 事 部 門 計 37,860 86.7 47,389 90.2 △ 9,528 △20.1 99,287 88.3

製 品 部 門 5,811 13.3 5,154 9.8 656 12.7 13,119 11.7

高
合 計 43,672 100 52,544 100 △ 8,872 △16.9 112,407 100

売 官 公 庁 7,743 19.4 5,173 14.1 2,570 49.7 25,009 21.5

民 間 26,408 66.1 26,340 71.8 68 0.3 78,167 67.2

上 工 事 部 門 計 34,151 85.5 31,513 85.9 2,638 8.4 103,176 88.7

製 品 部 門 5,811 14.5 5,154 14.1 656 12.7 13,119 11.3

高
合 計 39,963 100 36,668 100 3,294 9.0 116,296 100

官 公 庁 19,431 42.2 18,422 29.7 1,008 5.5 17,689 41.8
下

民 間 26,621 57.8 43,685 70.3 △17,064 △39.1 24,654 58.2
期

繰 工 事 部 門 計 46,053 100 62,108 100 △16,055 △25.9 42,344 100

越 製 品 部 門 － － － －
高

合 計 46,053 100 62,108 100 △16,055 △25.9 42,344 100

（ 工 種 別 ） （単位：百万円）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 増 減 ( △ ) 前 期

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率 金 額 構成比

％ ％ ％ ％
アスファルト舗装 25,822 59.1 29,078 55.3 △ 3,256 △11.2 63,702 56.7

受
ｾﾒ ﾝ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ舗装 1,378 3.2 1,602 3.1 △ 223 △14.0 4,308 3.8

土 木 工 事 9,912 22.7 16,698 31.8 △ 6,785 △40.6 31,248 27.8

建 築 工 事 747 1.7 10 0.0 737 － 28 0.0
注

工 事 部 門 計 37,860 86.7 47,389 90.2 △ 9,528 △20.1 99,287 88.3

製 品 部 門 5,811 13.3 5,154 9.8 656 12.7 13,119 11.7
高

合 計 43,672 100 52,544 100 △ 8,872 △16.9 112,407 100

アスファルト舗装 23,132 57.9 19,728 53.8 3,403 17.3 63,864 54.9
売

ｾﾒ ﾝ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ舗装 1,011 2.5 1,785 4.9 △ 774 △43.4 3,551 3.1

土 木 工 事 9,904 24.8 9,996 27.2 △ 91 △ 0.9 35,743 30.7

建 築 工 事 103 0.3 2 0.0 100 － 16 0.0
上

工 事 部 門 計 34,151 85.5 31,513 85.9 2,638 8.4 103,176 88.7

製 品 部 門 5,811 14.5 5,154 14.1 656 12.7 13,119 11.3
高

合 計 39,963 100 36,668 100 3,294 9.0 116,296 100

アスファルト舗装 30,054 65.3 36,936 59.5 △ 6,881 △18.6 27,364 64.6
下

ｾﾒ ﾝ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ舗装 3,015 6.5 1,707 2.7 1,307 76.6 2,648 6.3

期 土 木 工 事 12,327 26.8 23,457 37.8 △11,129 △47.4 12,320 29.1

建 築 工 事 655 1.4 7 0.0 647 － 11 0.0
繰

工 事 部 門 計 46,053 100 62,108 100 △16,055 △25.9 42,344 100
越

製 品 部 門 － － － －
高

合 計 46,053 100 62,108 100 △16,055 △25.9 42,344 100

－２６－


